
（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

資産の部

　 Ⅰ 流動資産

現金及び預金 341,338,645

たな卸資産 708,815

前渡金 2,462,671

前払費用 1,525,626

未収収益 2,315,543

未収金 14,089,433

流動資産合計 362,440,733

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

 建物　　　 3,321,359,325

　　　 減価償却累計額 1,535,272,656 1,786,086,669

 構築物 876,220,373

　　　 減価償却累計額 443,979,328 432,241,045

 機械装置 604,877,015

　　　 減価償却累計額 484,006,069 120,870,946

 車両運搬具 41,255,663

　　　 減価償却累計額 33,113,238 8,142,425

 工具器具備品 887,972,904

　　　 減価償却累計額 770,972,890 117,000,014

 土地 10,117,500,000

 有形固定資産合計 12,581,841,099

２ 無形固定資産

 特許権 42,525,380

 意匠権 223,669

 ソフトウェア 8,720,951

 電話加入権 31,500

 工業所有権仮勘定 23,261,683

 無形固定資産合計 74,763,183

３ 投資その他の資産

 関係会社株式 358,352,142

 長期前払費用 49,749

 預託金 1,185,104,860

 その他の資産 2,000

 投資その他の資産合計 1,543,508,751

固定資産合計 14,200,113,033

資産合計 14,562,553,766

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２９年３月３１日現在）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２９年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 156,621,916

未払金 146,980,316

未払費用 112,535

未払法人税等 3,229,310

未払消費税等 2,886,800

リース債務 2,613,548

前受金 7,211,761

預り金 36,011,097

流動負債合計 355,667,283

Ⅱ 固定負債

リース債務 2,653,223

資産見返負債

資産見返運営費交付金 332,824,636

資産見返寄附金 903,047

工業所有権仮勘定見返運営費交付金 23,261,683 356,989,366

固定負債合計 359,642,589

負債合計 715,309,872

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 15,085,439,071

地方公共団体出資金 2,900,000

その他出資金 166,350,000

資本金合計 15,254,689,071

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1,177,446,045

損益外減価償却累計額（△） △ 2,625,073,468

損益外減損損失累計額（△） △ 1,480,500

資本剰余金合計 △ 1,449,107,923

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 34,042,965

当期未処分利益 7,619,781

（うち当期総利益 7,619,781 )

利益剰余金合計 41,662,746

純資産合計 13,847,243,894

負債純資産合計 14,562,553,766



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
経常費用

研究業務費
給与、賞与及び諸手当 468,726,357
法定福利費・福利厚生費 93,088,026
退職金 61,600,472
その他人件費 151,791,009
外部委託費 63,586,202
研究材料消耗品費 112,249,765
支払リース料・賃借料 4,283,639
減価償却費 94,323,413
試作機器 142,196,880
保守・修繕費 65,688,384
旅費交通費 48,857,477
水道光熱費 26,212,606
図書印刷費 13,742,531
雑費 19,990,889 1,366,337,650

検査鑑定業務費
給与、賞与及び諸手当 73,604,112
法定福利費・福利厚生費 10,245,422
その他人件費 4,289,649
研究材料消耗品費 2,996,503
支払リース料・賃借料 200,880
保守・修繕費 3,449,070
旅費交通費 2,780,801
図書印刷費 427,032
雑費 65,249 98,058,718

一般管理費
役員報酬 2,550,125
給与、賞与及び諸手当 106,797,200
法定福利費・福利厚生費 18,813,370
退職金 2,610
その他人件費 3,301,782
外部委託費 1,373,034
消耗品費 3,199,394
支払リース料・賃借料 1,296
減価償却費 2,104,962
保守・修繕費 12,913,686
旅費交通費 1,072,082
水道光熱費 1,369,828
図書印刷費 402,070
租税公課 50,799,074
雑費 6,865,905 211,566,418

財務費用
支払利息 100,459 100,459

雑損 684,225

経常費用合計 1,676,747,470

経常収益
運営費交付金収益 1,452,039,385
事業収益 74,691,526
受託収入

政府等受託収入 2,400,000
その他受託収入 27,759,778 30,159,778

補助金等収益 1,632,969
資産見返負債戻入 80,042,432
財務収益

受取利息 15,650,132 15,650,132
雑益 17,431,012

経常収益合計 1,671,647,234
経常損失  5,100,236

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

臨時損失
固定資産除却損 7,791,565
臨時損失合計 7,791,565

臨時利益
資産見返負債戻入 4,850,268
臨時利益合計 4,850,268

税引前当期純損失  8,041,533
法人税、住民税及び事業税 3,229,310

当期純損失  11,270,843
前中長期目標期間繰越積立金取崩額 18,890,624
当期総利益 7,619,781



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 500,614,754
人件費支出 △ 956,988,074
その他の業務支出 △ 69,826,310
運営費交付金収入 1,678,322,000
補助金等収入 664,489
受託収入 97,476,813
手数料収入 65,162,420
その他の事業収入 52,561,367

小計 366,757,951
利息の受取額 15,367,597
利息の支払額 △ 103,687
国庫納付金の支払額 △ 163,401,268
法人税等の支払額 △ 3,264,131

業務活動によるキャッシュ・フロー 215,356,462

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 162,070,520
有形固定資産の売却による収入 3,070
無形固定資産の取得による支出 △ 14,554,044
施設費による収入 92,053,290

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 84,568,204

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務返済による支出 △ 4,004,507

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,004,507

Ⅳ 資金増加額 126,783,751

Ⅴ 資金期首残高 214,554,894

Ⅵ 資金期末残高 341,338,645

キャッシュ・フロー計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日)



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 7,619,781

当期総利益 7,619,781

Ⅱ　利益処分額

積立金 7,619,781 7,619,781

利益の処分に関する書類



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用
研究業務費 1,366,337,650
検査鑑定業務費 98,058,718
一般管理費 211,566,418
財務費用 100,459
雑損 684,225
臨時損失 7,791,565
法人税、住民税及び事業税 3,229,310 1,687,768,345

（２）（控除）自己収入等
事業収益 △ 74,691,526
受託収入 △ 30,159,778
資産見返寄附金戻入 △ 380,978
財務収益 △ 15,650,132
雑益 △ 16,861,012 △ 137,743,426

業務費用合計 1,550,024,919

Ⅱ　損益外減価償却相当額 176,621,803

Ⅲ　損益外減損損失相当額 762,300

Ⅳ　損益外除売却差額相当額 841,539

Ⅴ　引当外賞与見積額 705,972

Ⅵ　引当外退職給付増加見積額 △ 4,798,644

Ⅶ　機会費用

8,893,503

Ⅷ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 3,229,310

Ⅸ　行政サービス実施コスト 1,729,822,082

行政サービス実施コスト計算書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

政府出資又は地方公共団体出資等の
機会費用



（農業機械化促進業務勘定）

　重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～４２年

構築物 ２～４４年

機械装置 ２～２２年

車両運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～１５年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

特許権等 ３～８年

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

５．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　 原価法を採用しております。

(2) 関係会社株式

　 移動平均法による原価法(持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しております。

　業務達成基準を採用しております。

　  また、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～５年） に基づいております。

　 役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計
上しておりません。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計
額として資本剰余金から控除して表示しております。

　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、事業年度末に在職する役職員
について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職
者に係る前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

　 役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しており
ません。
　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する役職員につ
いて、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。



（農業機械化促進業務勘定）

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

消耗品及びその他の貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に0.065%で計算しております。

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

 重要な会計方針の変更

運営費交付金収益の計上基準

　運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準を採用しておりましたが、独立行政
法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、業務達成基準を採用しております。また、震災対策等突発的に
発生した業務については費用進行基準を採用しております。
　これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、当期総利益、行政サービス実施コストに与える影
響はありません。



（農業機械化促進業務勘定）

注記事項

１．貸借対照表

（１）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 円

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 円

（３）減損会計に関する事項

①　減損の認識

ア　減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

資産名称 用途 場所 種類（勘定科目） 帳簿価額

電話加入権 一般管理用
埼玉県さいたま市
ほか

電話加入権 793,800円

イ　減損の認識に至った経緯

ウ　減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

資産名称 種類（勘定科目）
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に
計上していない金額

電話加入権 電話加入権 0円 762,300円

エ　回収可能サービス価額の算出方法

②　減損の兆候

ア　減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所等の概要

資産名称 用途 場所 種類（勘定科目） 使用しなくなる日

北合同宿舎 職員宿舎 埼玉県さいたま市 建物 平成30年1月

自転車置場（北宿舎）

独身寮

独身寮自転車置場
（旧独身寮物干場）

駐車場（北合同宿舎） 構築物

屋外給排水設備

囲障

ゴミ集積場

地上デジタル受信設備

イ　兆候の概要

ウ　減損の認識に至らない根拠

52,275,671

688,491,730

　当該資産は、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成24年12月14日行政改革担当大臣
決定）に基づき、当センター保有の「北合同宿舎」及び「独身寮」について、平成28年1月1日を基準日とし、宿舎廃
止に向け2年間の明渡猶予期間（期限：平成29年12月31日）を設けて当該入居者に対し退去要請が行われ、新た
な入居者の制限がされております。

　当該資産は、当事業年度末時点で使用しております。

　当該資産は、市場価格が帳簿価額に比べ著しく下落しており、市場価格の回復は見込めないことから、減損を
認識しております。

 　当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。国税庁公表資料に基づく埼玉県
における電話加入権の評価額は１回線あたり1,500円であり、これを実勢価額と見なし、保有回線数を乗じた額を
もって回収可能サービス価額としております。
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エ　将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

資産名称 種類（勘定科目） 帳簿価額
回収可能サービス

価額（見込額）
減損額（見込額）

北合同宿舎 建物 30,458,791円 0円 30,458,791円

自転車置場（北宿舎） 1円 0円 1円

独身寮 8,139,047円 0円 8,139,047円

独身寮自転車置場
（旧独身寮物干場）

1円 0円 1円

駐車場（北合同宿舎） 構築物 461,393円 0円 461,393円

屋外給排水設備 1円 0円 1円

囲障 1円 0円 1円

ゴミ集積場 1円 0円 1円

地上デジタル受信設備 901,871円 0円 901,871円

２．損益計算書

（１）リース資産の会計処理

　　　 ファイナンス・リース取引が当期総利益に与える影響額 円

当該影響額を除いた当期総利益 7,636,408 円

３．キャッシュ・フロー計算書

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　 現金及び預金 円

４．金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の状況に関する事項

　　

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）　現金及び預金 341 341 －

（２）　預託金

　　　　 　財政融資資金預託金 1,185 1,262 77

（※１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（※２）百万円未満は切り捨てて記載しております。

341,338,645

　資金運用については、基本財源として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源としており、独立行政法人
通則法第４７条の規定等に基づき運用を行っております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把
握することが困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

△ 16,627
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（注１）金融商品の時価の算定方法等に関する事項

①　現金及び預金

②　預託金（財政融資資金預託金）

　　　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

　関係会社株式 358

　預託金（財政融資資金預託金を除く。） 0

（※）百万円未満は切り捨てて記載しております。

５．関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等

（１）関連会社に対する投資の金額 358,352,142 円

（２）持分法を適用した場合の投資の金額 418,651,497 円

（３）持分法を適用した場合の投資損失の金額 2,229,472 円

６．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

　

　　時価は、元利金の合計額を当該預託金の満期までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

・関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握すること
が極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

・財政融資資金預託金を除くその他の預託金については、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「（２）預託金」には含めておりません。

　　これらの時価は、短期間で決済されるため、帳簿価額と同様とみなし、当該帳簿価額によっております。

　唯一、特定関連会社であった新農業機械実用化促進株式会社は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より連結
財務諸表を作成しておりません。
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